
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料（事業・運営手法の検討） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ＬＲＴ整備に関する補助制度の変遷 

ＬＲＴ整備に関する補助制度は、年々創設・拡充がなされている。補助制度の概要を

以下に示す。 

＜ＬＲＴ整備に関する補助制度の変遷＞ 

 

平成 9年度「路面電車走行空間改築事業」（道路整備特別会計）の創設 

自動車交通からの転換による道路交通の円滑化、環境負荷の軽減や中心市街地の活性化

等を図る目的として、路面電車の走行路面等の整備を対象とした事業を創設。 

第１号は豊橋鉄道市内線の駅前から駅前広場内までの延伸 150ｍ 

 

平成 10 年度「路面電車走行空間改築事業」（道路整備特別会計）の拡充 

路面電車の延伸・新設を目的とした採択基準を追加 

 

平成 10 年度「鉄道軌道近代化設備整備補助金」の拡充 

高齢者の安全対策として、「超低床代替車両」の導入を追加。 

 

平成 12 年度「都市再生交通拠点整備事業」の創設 

都市の交通拠点地区において、都市交通の円滑化を図ることを目的として創設。 

「都心交通改善事業」を拡充し、路面電車の架線柱、シェルター、停留所の整備に対し

て補助 

 

平成 13 年度「公共交通移動円滑化設備整備費補助」の拡充 

高齢者、身体障害者等の移動制約者の円滑な移動に寄与することが目的。 

低床式路面電車システム（ＬＲＴ）整備事業を補助対象化。 

 

平成 17 年度「ＬＲＴシステム整備費補助」の創設 

都市との一体性にも配慮した路面電車システム構築の促進を目的に創設。 

・ＬＲＴシステム整備費補助によるＬＲＴの施設（低床式車両等）整備に対する補助  

 

平成 17 年度「ＬＲＴ総合整備事業」の創設 

ＬＲＴの新設に対して、国土交通省関係部局の助成策を一括して採択し、整備を円滑に

進めることを目的に創設。 

 

平成 19 年度「ＬＲＴ総合整備事業」の拡充 

総合的な都市交通の戦略を一層推進するよう、公共的空間や公共交通などからなる 

都市交通システムの整備に対する支援を拡充。 

・ＬＲＴ施設（車両を除く）の整備に対する支援を追加。（都市交通システム整備事業） 

・ＬＲＴ走行空間の整備（道路区域外の空間を活用するものを含む）に対する支援を

追加。（交通結節点改善事業） 
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上下分離方式について 

整備・運営方式の変遷 

鉄軌道事業の整備・運営方式については、1980 年代以前の民間が整備・運営を一体で

担う方式（民設民営）から第三セクター方式、償還型上下分離方式へと変遷してきた。 

その後、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の施行(2007 年)を背景に、

公設型上下分離方式による整備・運営を目指す事例が見られるようになってきた。 

  

①民設民営方式 

右肩上がりの経済・人口増を背景として、増大する輸送量による収益を期待して進
められ、利子補給や税制による支援を受けた民間資金を主体とする整備である。大き
な需要が見込めない郊外部へは、採算性の確保が期待できないことから、民間主導に
よる整備は行われなかった。（例：東急田園都市線 等） 

 

②第三セクター方式（第１種事業） 

民設民営方式では整備が困難な路線については、事業者と地方自治体が第三セクタ

ーを設立し、出資を介して地方公共団体の公的資金を導入する方法が採られるように

なった。新設部だけの会計となるので厳しい経営を余儀なくされるといった課題があ

った。（例：北総鉄道、東葉高速鉄道 等） 

 

③償還型上下分離方式（下：整備主体、上：営業主体） 

事業者が整備リスクを負うことから（償還型）、成長経済の終焉を背景に、整備へ

の参入が十分期待できないこと、また、関係者が多数となる場合や大きな反射損失が

発生する場合などにおいて事業者間調整に限界があること等から、ミッシングリンク

の整備等の社会的なニーズに対し、適切に対応できない課題があった。また、わが国

の多くの分野で採用されてきた三セク方式自体の課題も指摘されるようになってき

た。（例：京阪中之島線、阪神なんば線） 

 

④公設型上下分離方式（下：整備主体（公共）、上：営業主体） 

運行については、民間事業者の運営効率性および経営ノウハウを活用し、整備・保

有については、公的主体の自らの財源等によりインフラを整備・保有している。これ

を一定の考え方に基づき運行事業者に貸し付ける方法である。公の関与を拡大するこ

とにより、運行事業者には整備リスクを負うことなく、効率的でかつ社会ニーズを反

映した形態での交通網整備が可能となる。 

軌道事業で、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」における軌道運送高

度化事業により、公設型上下分離方式が認められた。 

（例：堺市東西鉄軌道（予定）） 

（「鉄道整備における新たな整備方式に関する調査 報告書」平成 16 年度、 

都市鉄道整備等基礎調査 都市鉄道整備等基礎調査、（財）運輸政策研究機構 を参考に作成） 

 

 

 

 

年代 

～80 年代 

2001 年～ 

2007 年～ 

80 年代～ 
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＜運輸政策審議会答申第 19 号 抜粋＞ 

 （４）整備の方式に関する基本的考え方  

○  （３）に述べた現行支援制度の見直しにあたっての基本的考え方を踏まえ、民

間主導により鉄道整備を推進することを基本としつつも、政策的に特に重要なプ

ロジェクトについては、公的主体が適切に民間鉄道事業者の役割を補完するため、

現行の、第三セクターに対する補助等を通じた支援という形で積極的に関与する

方式も必要に応じ活用することが必要である。 

 また、公的主体の主導性がより強いものとして、地方公営企業による第一種鉄

道事業としての鉄道整備は、引き続き有効な方式と考えられる。 

○  ただし、以上のような整備の方式や民間鉄道事業者に対する支援方策の見直し

だけでは整備が困難な場合には、公的主体等がインフラを整備し、運行は運行事

業者が効率的に行う「上下分離方式」も、整備の方式として検討する必要がある。

 このように、ここでは、運行事業者とインフラの整備主体とが原則として別人

格であって、インフラの整備に公的主体が関与する場合を、広く上下分離方式と

呼称することとする。 

○  上下分離方式は、インフラ整備の財源等に着目して理念的に大別すれば次の二

方式に整理されるが、公的支援のあり方という点から見ると実質的には連続的な

ものとも考えられる。 

 ・ 「償還型上下分離方式」 

 

  公的主体等が整備したインフラを運行事業者との契約等により有償で貸し付

けること等により、 終的には、整備に要する資本費の全部又は一部は運行事

業者や利用者において負担 

 ・ 「公設型上下分離方式」 

 
  公的主体自らの財源によりインフラを整備・保有し、運行事業者を確保した

上で、これを一定の考え方に基づき運行事業者に対して貸し付け 
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公設型上下分離方式とは 

営業主体とインフラの整備主体とが原則として別人格であって、公共の財源によりイ

ンフラを整備・保有し、営業主体を確保した上で、これを一定の考え方に基づき営業主

体に対して貸付するものを、公設型上下分離方式という。 

営業主体は、利用者利便性を増大させる観点から設定される運賃等のサービス水準を

提供し、効率的な運営のもと整備主体（公共）に施設使用料を支払う。 

また、整備主体（公共）は、社会的に望ましい運賃等のサービス水準、運行権、施設

使用料に関し、営業主体と契約を結び、運行主体からの施設使用料により施設保守等を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公設型上下分離方式の一般的な役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運行（営業主体）

路盤（整備主体） 

駅（整備主体）

架線（整備主体）

車両（整備主体 or 営業主体） 
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 公設型上下分離方式の適用による社会的メリット 

これまでの上下一体の事業と比べ、公設型上下分離方式を適用することにより、鉄軌道の整備

における社会的メリットとしては、以下のことが考えられる。 

 

（１）社会的効用の最大化（利用者利便性の増大） 
①運賃 

これまでの鉄軌道の整備においては、巨額の有利子負債を一定期間で償還する必要があるため、

高い運賃を設定せざるを得ない場合が多い。これにより、利用者が少なくなり、結果として、効

率的な投資となっていない可能性もある。 

公設型上下分離方式により、運行主体は整備に伴う巨額の有利子負債を抱える必要がないこと

から、利用者利便性に応じた適正な運賃を設定することが可能となる。 

 

②サービス水準 

これまでの鉄軌道の整備においては、サービス水準は事業者が経営的な理由等から決めるため、

運行頻度が少ない等利用者のニーズに対応したサービス水準が提供されない場合がみられる。 

公設型上下分離方式においては、サービス水準について下（公共）と上（営業主体）の契約に

よって決められることから、利用者の求めるニーズに対応した適正な水準のサービスを提供し、

社会的な効果を増大させることが可能となる。 

 

（２）関係者間の役割分担 
現行の第三セクター方式（上下一体）では、国、地方自治体、鉄道事業者間で役割分担が不明

確な側面がある。 

公設型上下分離方式では、整備主体と営業主体の契約によって、関係者間の事業実施にあたっ

ての役割分担を明確化することが可能となる。 

 

（３）リスク分担 
現行の第三セクター方式（上下一体）では、リスク発生に対する役割が明確になっていない場

合が多く、リスク発生時には対処療法的な対処がみられる。 

公設型上下分離方式では、基本的なリスク分担についても下（公共）と上（営業主体）が契約

によって決められることから、それぞれの役割を明確化することが可能となる。 

 

（４）健全で持続的な鉄道経営 
公設型上下分離方式により莫大な初期投資、過重なインフラ負担から事業者を解放することが

可能となる。これにより、下（営業主体）は整備リスクを負わず、運行に専念し、健全で持続的

な運営が可能となる。 

 

（５）都市整備事業等関連事業との連携 
公設型上下分離方式では、下（公共）が施設の整備を行うことから、まちづくりとの意思疎通、

事業実施スケジュール等の調整・連携がこれまでと比べて容易となりうる。 
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既存の上下分離方式における業務の役割分担 

上下分離方式による鉄道事例における業務の役割分担については、以下のとおり。 

 

表 既存の業務の分担事例 

路 線 所

在

地 

区

分 
※ 

事業者 

施設

の 

建設

施設

の 

保有

車両 

の 

保有 

施設の 

保守 

運行

 

管理

事業

の 

運営

２

種 
北総鉄道 － － － ○ ○ ○ 

北総線 

(小室～印旛日本医大) 

千

葉

県 ３

種 
千葉ﾆｭｰﾀｳﾝ鉄道 ○ ○ ○ ○ － ― 

２

種 
東急電鉄 － － － ○ ○ ○ 

こどもの国線 

(長津田～こどもの国) 

神

奈

川

県 

３

種 
横浜高速鉄道 ○ ○ ○ － － － 

京都市交通局 － － ○ ○ ○ ○ ２

種 京阪電鉄 － － ○ － － ○ 

京都地下鉄東西線

(御陵～三条京阪) 

京

都

府 
３

種 
京都高速鉄道 ○ ○ － － － － 

２

種 

阪急、阪神、神戸

電鉄、山陽電鉄 
－ － ○ － ○ ○ 

神戸高速線 

(西代～三宮) 

（高速神戸～元町） 

（湊川～新開地) 

兵

庫

県 ３

種 
神戸高速鉄道 ○ ○ － ○ － － 

１

種 
東京地下鉄  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

南北線、三田線※ 

(白金高輪～目黒) 

東

京

都 ２

種 
東京都交通局 － － ○ ○ － ○ 

※２種は営業主体、３種は整備保有主体である。 

※白金高輪～目黒間は、東京地下鉄が１種事業者として東京メトロ南北線を運行し、東京都交通局は

２種事業者として東京地下鉄から施設を借りて都営三田線を運行している。 

参照：「鉄道整備における新たな整備方式に関する調査」（平成 17年３月 運輸政策研究機構）を基に加筆 
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民間軌道事業者の経営状況 

民間軌道事業者の損益状況（単年度）は以下のとおり。 

 

・営業損益では 15 事業者注）のうち、8事業者が黒字（7事業者が赤字））、 

一方、減価償却前で見ると 14 事業者が黒字（1 事業者が赤字）となっている。 

・これらのことから、基盤施設に係る減価償却費等の経費負担を軽減することが営業主

体の経営安定化に向けた有効な方策の一つと考えられる。 

 

民間軌道事業者の経営状況 

※広島電鉄は、厚生福利施設収入を除いた値である。 

単位：百万円 

注）軌道事業（路面電車、新交通，モノレール）の運営を行なっている民間事業者（３セクも含む）を抜粋。 

（ただし、鉄道事業を主とする事業者を除く） 

注）単位未満の端数処理は四捨五入によっているので、「計」「損益」とは必ずしも一致しない。 

資料：平成 17 年度鉄道統計年報（国土交通省鉄道局監修）より作成 

 

 

収入 
支出 

（減価償却費を除く） 

支出 

（減価償却費を含む）
事業者名 

運営 

形態 
種別 

運賃 

収入 

雑 

収入
収入計 人件費 経費 諸税 計 

減 価 償

却 前 損

益 減 価 償

却費 
支出計

営業

損益

土佐電気鉄道 民間  路面電車 987 69 1,056 774 195 22 990 66 62 1,051 4 

阪堺電気軌道 民間  路面電車 1,255 90 1,345 775 440 73 1,289 56 107 1,396 -51 

岡山電気軌道 民間  路面電車 363 47 410 248 68 11 327 83 58 384 25 

京福電気鉄道 民間  路面電車 1,013 83 1,096 590 286 85 961 135 155 1,116 -20 

長崎電気軌道 民間  路面電車 1,711 53 1,764 1,278 292 63 1,633 131 137 1,769 -6 

広島電鉄※ 民間  路面電車 4,246 242 4,488 2,776 713 94 3,584 904 431 4,015 473 

万葉線 ３セク  路面電車 176 10 186 160 92 2 254 -68 6 260 -74 

広島高速交通 ３セク  新交通  3,862 166 4,028 1,158 1,523 84 2,765 1,263 1,734 4,499 -471 

横浜新都市交通 ３セク  新交通  3,384 54 3,438 729 771 118 1,619 1,820 820 2,439 1,000 

神戸新交通 ３セク  新交通  4,510 219 4,728 1,321 1,460 239 3,020 1,708 1,091 4,111 617 

北九州高速鉄道 ３セク  ﾓﾉﾚｰﾙ  2,016 142 2,158 687 775 148 1,610 548 348 1,958 199 

沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ ３セク  ﾓﾉﾚｰﾙ  2,314 105 2,418 665 503 161 1,329 1,090 1,989 3,318 -899 

千葉都市ﾓﾉﾚｰﾙ ３セク  ﾓﾉﾚｰﾙ  2,948 103 3,051 1,045 1,079 157 2,282 770 1,414 3,696 -644 

多摩都市ﾓﾉﾚｰﾙ ３セク  ﾓﾉﾚｰﾙ  6,706 224 6,930 1,240 1,466 175 2,881 4,049 3,477 6,358 572 

大阪高速鉄道 ３セク  ﾓﾉﾚｰﾙ  7,480 140 7,620 1,367 1,830 328 3,525 4,095 2,495 6,020 1,601 
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前提条件総括表 

前提条件を以下に示す。なお、開業する前の準備費用についても別途設定を行ってお
り、次頁で詳細を示す。 

開業区間 桜通り十文字～テクノポリス  15.2km  

ＬＲＶ車両費 63億円（2.24億円／1編成） 

金利 借入条件 短期借入（短期プライムレート）：利率2.79％ （ 近20年間の平均） 

諸税 法人税等   ：45.75％ ・ 固定資産税   ：1.4％ ・ 都市計画税  ：0.25％ 

物価高騰 建設費等の物価高騰は見込まない。 

受取利息 利率0.31％（ 近20年の普通預金金利の平均） 

運行計画 

営業キロ：15.2（ｋｍ） 
列車キロ：2219.2（千列車キロ/年） 
車両キロ：2219.2（千車両キロ/年） 
車両数 ：28（車両） 

収入 

①運輸収入：2,163百万円/年（2,060百万円/年 消費税抜き） 
②運賃改定：行わないものとする。 
③雑収入 ：運輸収入の2.7％（長崎電気軌道（株）のH12～16年度の平均実績値） 
④受取利息：利率0.31％ 

人件費 

①単価（職員）：6,200千円／人・年 （長崎電気軌道（株）のH12～16年度の平均実績値） 
②要員（職員）（長崎電気軌道（株）のH12～16年度の平均実績値） 

役員  22.38％／本社   
本社  12.97％／現業部門 
駅職員 0.56 人／駅数   
運転士 0.0433 人／千列車キロ 

経費 

原単位（長崎電気軌道（株）の原単位：H12～16年度の平均実績値） 
運転費  1.49 円／車両キロ 
動力費  41.0 円／ 〃   
運輸費  2.0 百万円／営業キロ 
その他  4.0    〃 

整備主体に支払う費
用 

営業主体は、日常的な施設の保守・管理経費及び車両に係る償還費として以下の費
用を支払うものとする。 
①日常の保守・管理費 
人件費               経費 

 工務・建設 0.8696 人／営業キロ  線路保存費  45.5 円／車両キロ 

    電気 0.7652 人／  〃   電路保存費   4.4 円／ 〃   

    車両 0.2706 人／車両数   車両保存費  21.8 円／ 〃   
 
②車両に係る償還費 
 償還費＝（車両費＋消費税－補助負担分）÷13（法定耐用年数） 

＝145（百万円/年）※１ 

上昇率 人件費・物件費の物価高騰は考慮しないものとする。 

開業以前の費用※２ 
開業前－１～－３年度間に、開業後費用（人件費，経費，整備主体に支払う費用）の 10％の費用
がかかるとする 

 ※１ Ｈ21 年度概算要望により国庫補助制度の改正により補助率の嵩上げ（前回提示 185 百万円/年→145 百万円/年） 

    ＜国：1/2、地方自治体：1/4、残りの 1/4 を事業者負担相当額とする＞ 

     注）補助率は、国が 1/2、残りの 1/2 を自治体、事業者で自由に調整できる見込み 

 ※２ ヒアリング等の事例を参考に開業前にかかる費用を考慮した。 

事業・運営参考－８ 



 

「需要予測値」について 

 

□ 今後、事業・運営手法の検討を進めていくうえで、事業採算性の詳細を

検討してまいりますが、その前提となる大きな要素が「需要予測値」です。 
 

□ 本資料は、平成１４年度に「新交通システム導入基本計画策定調査」を

行った際の、需要予測値算出の考え方、フロー、算出結果を取りまとめた

もの（公表済み）です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業・運営参考－９ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



※1)  基本利用圏  ： 停留場中心から半径 500m の徒歩利用圏域 
※2) Ｃ＆Ｒ利用圏： 停留場中心から半径 3000m の自転車利用圏域 
※3) ＬＲＴ背 後圏： Ｐ＆Ｒ施設計画に基づく自動車との乗継停留場、あるいは将来公共交通網から想定されるバスとの乗継停留場に対し、 

その利用が想定される背後圏を設定する。 
 
 

出典：新交通システム導入基本計画策定調査報告書 平成 15 年３月（栃木県・宇都宮市） 

 
開発フレーム
（面積）

将来人口フレーム
（夜間人口・従業人口）

鉄道駅乗降客数
・ＪＲ宇都宮駅
・東武宇都宮駅

Ｐ＆Ｒ施設計画
将来公共交通網

商業系開発面積
基本利用圏※１

人口

基本利用圏
発生・集中交通量

（目的別）

基本利用圏間
ＯＤ交通量

（目的別、全手段）

基本利用圏間の
ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量

（目的別）

鉄道端末
ＯＤ交通量

（目的別、全手段）

鉄道端末利用による
ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量

（目的別）

拠点開発プロジェクト
発生・集中交通量
（私事・帰宅）

プロジェクト関連
ＯＤ交通量

（私事・帰宅、全手段）

プロジェクト関連の
ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量

（目的別）

Ｃ＆Ｒ利用圏※２

人口

Ｃ＆Ｒ利用圏
発生・集中交通量

（目的別）

Ｃ＆Ｒ利用圏間
ＯＤ交通量

（目的別、全手段）

Ｃ＆Ｒ利用による
ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量

（目的別）

ＬＲＴ背後圏※３

人口

ＬＲＴ背後圏
発生・集中交通量

（目的別）

ＬＲＴ背後圏・基本利用圏
間ＯＤ交通量

（目的別、全手段）

Ｐ＆Ｒ・Ｂ＆Ｒ利用による
ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量

（目的別）

発生・集中モデル
[Ｈ４ＰＴモデル]

分布パターン
[Ｈ４ＰＴモデル]

手段分担モデル
[ＳＰモデル]

ＬＲＴ停留場間ＯＤ交通量
（目的別）

＜基本需要＞ ＜付加的需要＞

鉄道端末利用 基本利用圏利用 プロジェクト集客需要 Ｃ＆Ｒ利用 Ｐ＆Ｒ・Ｂ＆Ｒ利用

算出のフローチャート 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

需要予測の前提条件 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交通機関利用意識調査（ＳＰ調査）様式 



LRTの想定運行本数400本/日

約650m約300m 約280m 約280m 約530m 約740m 約200m

テクノポリスセンター地区方向
（乗車人員）

2,340 3,190 1,360 460 1,510 910 1,180 1,030 650 2,930 960 800 1,250 870 220 1,610 10 110

0 110 290 620 290 870 440 650 3,490 400 1,170 2,380 950 910 3,330 250
（降車人員）

陽西町方向
（乗車人員）

0 110 290 630 280 850 380 660 3,670 400 1,200 2,450 960 910 3,330 250

2,330 3,210 1,350 460 1,490 860 1,380 1,010 650 3,020 950 790 1,240 870 220 1,630 10 120
（降車人員）

停留場間流動図（延伸計画・平均運賃150円）　（利用パターン合計の需要）
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（単位：人／日）
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断面利用者数（最小）
Ｎ＝約1,800人/日

断面利用者数（最大）
Ｎ＝約18,900人/日

「馬場通り付近」の断面利用者数
約17,700人/日

乗降客数（最小）
Ｎ＝約500人/日

乗降客数（最大）
Ｎ＝約13,100人/日

宇都宮駅西口・東口での乗降客数
合計 約15,800人/日

　路線バスの運行状況（平日） 　※新交通ｼｽﾃﾑ導入課題の検討結果報告書（H18.3）をもとに作成

 （本/日・片方向）

1,110 1,184 1,472 2,028 2,096 2,212

（本/日・両方向）

両方向

平均運行本数 N=約1,770本/日 （区間内加重平均）

　ＬＲＴ需要予測結果（停留場間流動図） 　※新交通ｼｽﾃﾑ導入基本計画策定調査報告書（H15.3）をもとに作成

※総需要 約44,900人/日は、
各電停間の利用者数を延べ数
で表したもの
（都心部内々・郊外部内々・郊外部
 都心部間、上り・下り、等の利用を
 すべて積上げ）

「馬場通り付近」のバス運行本数 2,096本/日



 
予測結果 
 当初計画の利用者数は約 16 千人/日であり、最も需要が多い区間は、ＪＲ宇都宮

駅付近で約 8千人/日と予測される。 

 一方、全体計画の利用者数は約 45 千人/日であり、最も需要が多い区間は、ＪＲ

宇都宮駅付近で約 19 千人/日と予測される。 
 

表 需要予測の総括※1 

 当初計画 全体計画 

路線長（kｍ） 11.9 15.2 

利用者数（千人/日） 15.8 44.9 
需要密度（千人/km） 1.3 2.9 
輸送密度（千人ｷﾛ/km） 5.7 11.1 

ピーク時断面利用者数（百人/時） 7.7 18.0 
平均輸送距離（km） 4.3 3.8 

※1 Ｂルートの需要。 
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図 利用者数の予測結果 

 
 

出典：新交通システム導入基本計画策定調査報告書 

 平成 15 年３月（栃木県・宇都宮市） 

 

 



収支計算表　基本ケース（需要予測値の44,900人/日）
（単位：百万円）

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

開業年 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目

運輸収入 0 0 0 0 0 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060

運輸雑収入 0 0 0 0 0 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56

その他　　　　　　  0 0 0 0 0 0 1 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 16 17 18 19 21 22

収入計　　　　　　  0 0 0 0 0 2,116 2,117 2,119 2,120 2,121 2,122 2,123 2,124 2,125 2,126 2,127 2,128 2,129 2,130 2,132 2,133 2,134 2,135 2,137 2,138

人件費　　　　　　  0 0 0 0 0 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  0 0 155 155 155 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 0 0 0 0 0 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 360 360 360 360 360 360 360

車両 0 0 0 0 0 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 0 0 0 0 0 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 2 7 11 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  0 0 157 162 166 1,514 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,509 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364

償却前損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 602 608 610 611 612 613 614 615 616 617 618 619 620 766 768 769 770 771 773 774

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 602 608 610 611 612 613 614 615 616 617 618 619 620 766 768 769 770 771 773 774

法人税等 0 0 0 0 0 0 54 278 279 279 280 280 281 281 282 282 283 283 284 351 351 352 352 353 354

当期損益　　　　　  0 0 -157 -162 -166 602 554 332 332 333 333 334 334 335 335 336 336 337 482 417 418 418 419 420 420

累積損益　　　　　  0 0 -157 -319 -485 117 671 1,003 1,335 1,668 2,001 2,335 2,669 3,004 3,339 3,675 4,011 4,348 4,830 5,247 5,665 6,083 6,502 6,922 7,342

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  0 0 -157 -162 -166 602 554 332 332 333 333 334 334 335 335 336 336 337 482 417 418 418 419 420 420

資金収支 0 0 -157 -162 -166 602 554 332 332 333 333 334 334 335 335 336 336 337 482 417 418 418 419 420 420

累積資金収支 0 0 -157 -319 -485 117 671 1,003 1,335 1,668 2,001 2,335 2,669 3,004 3,339 3,675 4,011 4,348 4,830 5,247 5,665 6,083 6,502 6,922 7,342

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

21年目 22年目 23年目 24年目 25年目 26年目 27年目 28年目 29年目 30年目 31年目 32年目 33年目 34年目 35年目 36年目 37年目 38年目 39年目 40年目

運輸収入 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060 2,060

運輸雑収入 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56

その他　　　　　　  23 25 26 27 29 30 31 33 34 35 37 38 39 41 42 43 45 46 47 49

収入計　　　　　　  2,139 2,141 2,142 2,143 2,145 2,146 2,147 2,149 2,150 2,151 2,153 2,154 2,155 2,157 2,158 2,159 2,161 2,162 2,163 2,165

人件費　　　　　　  819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

車両 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364

償却前損益　　　　  775 777 778 779 781 782 783 785 786 787 789 790 791 793 794 795 797 798 799 801

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  775 777 778 779 781 782 783 785 786 787 789 790 791 793 794 795 797 798 799 801

法人税等 354 355 355 356 357 357 358 358 359 360 360 361 361 362 363 363 364 364 365 366

当期損益　　　　　  421 422 423 423 424 425 425 427 427 427 429 429 430 431 431 432 433 434 434 435

累積損益　　　　　  7,763 8,185 8,608 9,031 9,455 9,880 10,305 10,732 11,159 11,586 12,015 12,444 12,874 13,305 13,736 14,168 14,601 15,035 15,469 15,904

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  421 422 423 423 424 425 425 427 427 427 429 429 430 431 431 432 433 434 434 435

資金収支 421 422 423 423 424 425 425 427 427 427 429 429 430 431 431 432 433 434 434 435

累積資金収支 7,763 8,185 8,608 9,031 9,455 9,880 10,305 10,732 11,159 11,586 12,015 12,444 12,874 13,305 13,736 14,168 14,601 15,035 15,469 15,904

※この収支計算には，施設使用料は含まれていない

 事業・運営参考－10



収支計算表　ケース３（需要予測値の３割減 31,430人/日）
（単位：百万円）

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

開業年 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目

運輸収入 0 0 0 0 0 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 0 0 0 0 0 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収入計　　　　　　  0 0 0 0 0 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481

人件費　　　　　　  0 0 0 0 0 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  0 0 155 155 155 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 0 0 0 0 0 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 505 360 360 360 360 360 360 360

車両 0 0 0 0 0 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 0 0 0 0 0 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 2 7 11 14 15 16 18 19 20 21 23 24 26 27 29 30 30 27 25 22 20 19 17

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  0 0 157 162 166 1,523 1,524 1,525 1,527 1,528 1,529 1,530 1,532 1,533 1,535 1,536 1,538 1,539 1,394 1,391 1,389 1,386 1,384 1,383 1,381

償却前損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 -42 -43 -44 -46 -47 -48 -49 -51 -52 -54 -55 -57 -58 87 90 92 95 97 98 100

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 -42 -43 -44 -46 -47 -48 -49 -51 -52 -54 -55 -57 -58 87 90 92 95 97 98 100

法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40 44 45

当期損益　　　　　  0 0 -157 -162 -166 -42 -43 -44 -46 -47 -48 -49 -51 -52 -54 -55 -57 -58 87 90 92 95 57 54 55

累積損益　　　　　  0 0 -157 -319 -485 -527 -570 -614 -660 -707 -755 -804 -855 -907 -961 -1,016 -1,073 -1,131 -1,044 -954 -862 -767 -710 -656 -601

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  0 0 -157 -162 -166 -42 -43 -44 -46 -47 -48 -49 -51 -52 -54 -55 -57 -58 87 90 92 95 57 54 55

資金収支 0 0 -157 -162 -166 -42 -43 -44 -46 -47 -48 -49 -51 -52 -54 -55 -57 -58 87 90 92 95 57 54 55

累積資金収支 0 0 -157 -319 -485 -527 -570 -614 -660 -707 -755 -804 -855 -907 -961 -1,016 -1,073 -1,131 -1,044 -954 -862 -767 -710 -656 -601

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

21年目 22年目 23年目 24年目 25年目 26年目 27年目 28年目 29年目 30年目 31年目 32年目 33年目 34年目 35年目 36年目 37年目 38年目 39年目 40年目

運輸収入 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 2 2

収入計　　　　　　  1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,483 1,483

人件費　　　　　　  819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

車両 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  16 14 13 11 9 8 6 5 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  1,380 1,378 1,377 1,375 1,373 1,372 1,370 1,369 1,367 1,365 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364

償却前損益　　　　  101 103 104 106 108 109 111 112 114 116 117 117 117 118 118 118 118 118 119 119

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  101 103 104 106 108 109 111 112 114 116 117 117 117 118 118 118 118 118 119 119

法人税等 46 46 47 48 48 49 50 51 51 52 53 54 54 54 54 54 54 54 54 54

当期損益　　　　　  55 57 57 58 60 60 61 61 63 64 64 63 63 64 64 64 64 64 65 65

累積損益　　　　　  -546 -489 -432 -374 -314 -254 -193 -132 -69 -5 59 122 185 249 313 377 441 505 570 635

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  55 57 57 58 60 60 61 61 63 64 64 63 63 64 64 64 64 64 65 65

資金収支 55 57 57 58 60 60 61 61 63 64 64 63 63 64 64 64 64 64 65 65

累積資金収支 -546 -489 -432 -374 -314 -254 -193 -132 -69 -5 59 122 185 249 313 377 441 505 570 635

※この収支計算には、施設使用料は含まれていない  事業・運営参考－11



収支計算表　対応ケース１（需要予測値の３割減、経費削減（運行本数））
（単位：百万円）

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

開業年 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目

運輸収入 0 0 0 0 0 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 0 0 0 0 0 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 2 2 2 3 3 3 4 5 5 6 6 7 7

収入計　　　　　　  0 0 0 0 0 1,481 1,481 1,481 1,481 1,482 1,482 1,482 1,483 1,483 1,483 1,484 1,484 1,484 1,485 1,486 1,486 1,487 1,487 1,488 1,488

人件費　　　　　　  0 0 0 0 0 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662

経費　　　　　　　  0 0 155 155 155 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164

整備主体に支払う費用 0 0 0 0 0 469 469 469 469 469 469 469 469 469 469 469 469 469 324 324 324 324 324 324 324

車両 0 0 0 0 0 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 145 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 0 0 0 0 0 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 2 7 11 11 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  0 0 157 162 166 1,306 1,301 1,296 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,295 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150

償却前損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 175 180 185 186 187 187 187 188 188 188 189 189 189 335 336 336 337 337 338 338

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 175 180 185 186 187 187 187 188 188 188 189 189 189 335 336 336 337 337 338 338

法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 25 85 85 86 86 86 86 86 86 86 87 153 154 154 154 154 155

当期損益　　　　　  0 0 -157 -162 -166 175 180 185 161 102 102 101 102 102 102 103 103 103 248 183 182 183 183 184 183

累積損益　　　　　  0 0 -157 -319 -485 -310 -130 55 216 318 420 521 623 725 827 930 1,033 1,136 1,384 1,567 1,749 1,932 2,115 2,299 2,482

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  0 0 -157 -162 -166 175 180 185 161 102 102 101 102 102 102 103 103 103 248 183 182 183 183 184 183

資金収支 0 0 -157 -162 -166 175 180 185 161 102 102 101 102 102 102 103 103 103 248 183 182 183 183 184 183

累積資金収支 0 0 -157 -319 -485 -310 -130 55 216 318 420 521 623 725 827 930 1,033 1,136 1,384 1,567 1,749 1,932 2,115 2,299 2,482

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

21年目 22年目 23年目 24年目 25年目 26年目 27年目 28年目 29年目 30年目 31年目 32年目 33年目 34年目 35年目 36年目 37年目 38年目 39年目 40年目

運輸収入 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  8 9 9 10 10 11 11 12 13 13 14 14 15 15 16 17 17 18 18 19

収入計　　　　　　  1,489 1,490 1,490 1,491 1,491 1,492 1,492 1,493 1,494 1,494 1,495 1,495 1,496 1,496 1,497 1,498 1,498 1,499 1,499 1,500

人件費　　　　　　  662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662 662

経費　　　　　　　  164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164 164

整備主体に支払う費用 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324

車両 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324 324

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150 1,150

償却前損益　　　　  339 340 340 341 341 342 342 343 344 344 345 345 346 346 347 348 348 349 349 350

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  339 340 340 341 341 342 342 343 344 344 345 345 346 346 347 348 348 349 349 350

法人税等 155 155 155 156 156 156 156 157 157 157 157 158 158 158 159 159 159 159 160 160

当期損益　　　　　  184 185 185 185 185 186 186 186 187 187 188 187 188 188 188 189 189 190 189 190

累積損益　　　　　  2,666 2,851 3,036 3,221 3,406 3,592 3,778 3,964 4,151 4,338 4,526 4,713 4,901 5,089 5,277 5,466 5,655 5,845 6,034 6,224

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  184 185 185 185 185 186 186 186 187 187 188 187 188 188 188 189 189 190 189 190

資金収支 184 185 185 185 185 186 186 186 187 187 188 187 188 188 188 189 189 190 189 190

累積資金収支 2,666 2,851 3,036 3,221 3,406 3,592 3,778 3,964 4,151 4,338 4,526 4,713 4,901 5,089 5,277 5,466 5,655 5,845 6,034 6,224

※この収支計算には、施設使用料は含まれていない

 

事業・運営参考－12



収支計算表　対応ケース２（需要予測値の３割減、車両費償還期間の延長）
（単位：百万円）

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

開業年 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 16年目 17年目 18年目 19年目 20年目

運輸収入 0 0 0 0 0 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 0 0 0 0 0 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

収入計　　　　　　  0 0 0 0 0 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,481 1,482

人件費　　　　　　  0 0 0 0 0 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  0 0 155 155 155 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 0 0 0 0 0 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423

車両 0 0 0 0 0 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63

保守・管理 0 0 0 0 0 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 2 7 11 13 12 10 9 8 7 6 5 4 3 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  0 0 157 162 166 1,440 1,439 1,437 1,436 1,435 1,434 1,433 1,432 1,431 1,430 1,430 1,429 1,428 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427

償却前損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 41 42 44 45 46 47 48 49 50 51 51 52 53 54 54 54 54 54 54 55

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  0 0 -157 -162 -166 41 42 44 45 46 47 48 49 50 51 51 52 53 54 54 54 54 54 54 55

法人税等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22 22 22 23 23 23 24 24 25 25 25 25 25 25

当期損益　　　　　  0 0 -157 -162 -166 41 42 44 45 46 47 26 27 28 28 28 29 29 30 29 29 29 29 29 30

累積損益　　　　　  0 0 -157 -319 -485 -444 -402 -358 -313 -267 -220 -194 -167 -139 -111 -83 -54 -25 5 34 63 92 121 150 180

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  0 0 -157 -162 -166 41 42 44 45 46 47 26 27 28 28 28 29 29 30 29 29 29 29 29 30

資金収支 0 0 -157 -162 -166 41 42 44 45 46 47 26 27 28 28 28 29 29 30 29 29 29 29 29 30

累積資金収支 0 0 -157 -319 -485 -444 -402 -358 -313 -267 -220 -194 -167 -139 -111 -83 -54 -25 5 34 63 92 121 150 180

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

21年目 22年目 23年目 24年目 25年目 26年目 27年目 28年目 29年目 30年目 31年目 32年目 33年目 34年目 35年目 36年目 37年目 38年目 39年目 40年目

運輸収入 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442 1,442

運輸雑収入 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39 39

その他　　　　　　  1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 3 3 3 3 3

収入計　　　　　　  1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,482 1,483 1,483 1,483 1,483 1,483 1,484 1,484 1,484 1,484 1,484

人件費　　　　　　  819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819 819

経費　　　　　　　  185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185

整備主体に支払う費用 423 423 423 423 423 423 423 423 423 423 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

車両 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

保守・管理 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360

長期借入金利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一時借入金利息　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定資産税等　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出計　　　　　　  1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,427 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364 1,364

償却前損益　　　　  55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 119 119 119 119 119 120 120 120 120 120

減価償却費　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

償却後損益　　　　  55 55 55 55 55 55 55 55 55 55 119 119 119 119 119 120 120 120 120 120

法人税等 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 54 54 54 55 55 55 55 55 55

当期損益　　　　　  30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 94 65 65 65 64 65 65 65 65 65

累積損益　　　　　  210 240 270 300 330 360 390 420 450 480 574 639 704 769 833 898 963 1,028 1,093 1,158

長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

出資金　　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補助金・負担金　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金収入計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設備投資額　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

元本償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資金支出計　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

差引資金　　　　　  0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

内部留保　　　　　  30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 94 65 65 65 64 65 65 65 65 65

資金収支 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 94 65 65 65 64 65 65 65 65 65

累積資金収支 210 240 270 300 330 360 390 420 450 480 574 639 704 769 833 898 963 1,028 1,093 1,158

※この収支計算には、施設使用料は含まれていない
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参考資料（施設計画の検討） 



 施設計画参考－1

１．停留場配置に関して 

(1) 停留場を配置すべき地区・拠点 

基本方針１に基づき、停留場を配置すべき地区・拠点を、以下のような周辺の土地利用状況等

を考慮して下表のように設定する。 

① 居住地（夜間人口） 

② 就業・従業地（事業所、学校など） 

③ 集客拠点（大規模小売店舗、公共公益施設など） 

④ 交通結節点（鉄道、バス、自動車等の乗り換え） 

 

表 ＬＲＴ導入ルート上において停留場を設置すべき主な地区・拠点の設定 

 停留場設置を考慮すべき主な拠点・地区 

居住地 テクノポリスセンター 

就業・従業地 テクノポリスセンター 

陽西町周辺，東武宇都宮駅周辺，県庁, 

清原工業団地(管理センター) 

集客施設 馬場町周辺，ＪＲ宇都宮駅，ベルモール等 

交通結節点 東武宇都宮駅，ＪＲ宇都宮駅 

 

 

(2) 歩行者が抵抗を感じない距離 

徒歩で抵抗なくアクセスすることが可能な距離等に関しては、以下のような距離を目安として

考えた。 

• 歩行者が抵抗を感じない距離：300m 程度 

• 歩行での移動が可能な距離：500m 程度 

※歩行者が抵抗を感じない距離の倍、バス端末として徒歩利用が８割を占める距離 

• 路面電車の平均的な停留場間隔：300～500m 
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出典：「健康と都市の人間工学－空間と行動のしくみ－」

（岡田光正･吉田勝行･柏原士郎著 鹿島出版会） 

資料：第２回宇都宮都市圏パーソントリップ調査（平成 4年） 

図 代表交通手段バス利用者の端末距離帯別徒歩分担率 

表 歩行者が抵抗を感じない距離 ＜端末距離が 500m 以内であれば８割以上が徒歩を選択＞ 

研究者 国 環境条件 備考

レーベンマルク スウェーデン 一般的なヨーロッパの道
魅力ある買物公園
－５℃以下、又は1mm/時
以上の降雨

ブラドン スイス 不快な環境 90%以上が満足する距離
快適な環境

グルーニン スウェーデン
風を防ぎ空調のほどこされた
魅力的な遊歩道

歩行速度1.25ｍ/秒
として換算

雨と太陽から守られた魅力的
な歩道
魅力的だが風雨から守られて
いない道
パーキングやガレージ内など
のつまらない環境

－ アメリカ 空港内での航空機と乗物内 大きな荷物などがある
－ イギリス 1,420人/ｆｔ・時Tの流量の混雑 ロンドン・オックスフォード街

道路経済研究 日本 天候良好時 平均 ３００ｍ
センター バス停まで 都心部 ２３０ｍ
（昭和48年3月） 区部 ３２９ｍ

市部 ３３４ｍ
郡部 ４８８ｍ

細野・舟橋ほか 日本 ターミナル圏域 積極的な抵抗は感じない距離

自動車道路と共存地下道もあり 通勤者1,721人対象大阪梅田地内

8,000人の面接調査、50%以
上がもうそれ以上歩くのは不
満と答える距離

抵抗を感じる
距離

４００ｍ
５２０～６００ｍ

２００ｍ

１００ｍ
３００ｍ

１，５００ｍ

７５０ｍ

８５０～１，１５０ｍ

３７５ｍ

１８０ｍ

１５０ｍ
１５０ｍ



 施設計画参考－2

●旧富山港線

●整備後の富山港線

ｍ平均約540 ｍ平均約660 
 

参考図 富山ライトレールの停留場間隔 

 

表 路面電車・ＬＲＴの平均停留場間隔（併用軌道部分） 

 
営業キロ 

（km） 

平均停留場間隔

（km） 
備 考 

札幌市交通局 8.4 0.4  

函館市交通局 9.2 0.4  

富山地方鉄道 6.4 0.3  

福井鉄道 福武線 3.1 0.6  

豊橋鉄道 4.8 0.4  

岡山電気軌道 3.0 0.3  

広島電鉄 5.4 0.3 広島駅～広電西広島 

広島電鉄 4.4 0.4 横川～江波 

伊予鉄道 3.6 0.4 松山市～道後温泉 

土佐電気鉄道 桟橋線 3.2 0.3 高知駅前～桟橋通り５ 

土佐電気鉄道 後免線・伊野線 8.0 0.3 知寄町３～朝倉駅前 

長崎電気鉄道 7.4 0.3 赤迫～正覚寺下 

熊本市交通局 9.2 0.4 田崎橋～健軍町 

鹿児島市交通局 5.4 0.4 鹿児島駅前～涙橋 

鹿児島市交通局 3.7 0.3 高見馬場～郡元 

富山ライトレール 1.1 0.5 富山駅北～奥田中学校前 

参考：名古屋鉄道 岐阜市内線 3.7 0.4 2005 年廃止 

※併用軌道区間のみを対象 

【参考：ＬＲＴ導入計画ガイダンスにおける停留場配置の考え方】 
出典：「まちづくりと一体となったＬＲＴ導入計画ガイダンス」(平成 17 年 国土交通省) 

平均的な停留場間隔は概ね 300 ｍ～1km 程度であるが、都心部等では概ね 500 ｍ以下、郊外部では概ね 500

ｍ以上（特に市街地が疎な場合は 1.0km 超）である。 

計画にあたっては、沿線の人口密度や公共公益施設、商業業務施設の立地、信号交差点の位置、確保すべき

表定速度、アクセス交通手段等を考慮して検討する必要がある。 

 

ⅰ．ＬＲＴの停留場間隔 

国内の路面電車、フランスのＬＲＴ等から、平均的な停留場間隔は概ね 300～1km 程度である。 

ただし個別の路線毎にみると、都心部周辺や沿線人口密度が高い地区においては概ね 500 ｍ以下、郊外部

で人口密度が低い地区等においては概ね 500 ｍ以上、特に市街地が疎な場合は 1.0km 超等、市街地状況に

応じて柔軟に停留場間隔を設定している。 

ⅱ．計画時に配慮すべき事項 

停留場配置の計画にあたっては、以下の点を考慮して検討する必要がある。 

・都心部では、沿線地区を徒歩による駅勢圏で概ねカバーすることで利用者利便を確保、沿道施設への

アクセス性、歩行者の回遊動線との連続性等を考慮しながら、概ね 500 ｍ以下で密に配置する 

・郊外部では、沿線人口分布や施設配置、アクセス交通手段を考慮しながら、都心部に比べて疎に配置

する。 

・停留場間隔は、ＬＲＴの表定速度を左右する要素のひとつである。そのため、高い表定速度が要求さ

れる路線・区間では、停留場間隔を長くする必要がある。 

・道路中央部に停留場を設置する場合、歩道から停留場へのアクセスは、バリアフリーの観点から横断

歩道が望ましいと考えられる。そのため信号交差点の配置を考慮して停留場位置を決めることが望ま

しい。（又は信号交差点の新設を検討する必要がある。） 
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